
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成２１年３月３１日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要：ｉモードを対象に，ケータイコンテンツ市場の成長を時系列的に分析し，先

行者利益の特色を明らかした．コンテンツ市場における模倣障壁は，ライフサイクル管理を徹

底した知的財産マネジメントにある．その行動は，ｉモードのプラットフォームの上で，プロ

バイダー等が独自の組織ネットワークを築いている関係性，疎結合の関係性である．この研究

から，疎結合の関係性をもつコンテンツ・マネジメントが有効であることが解明できた． 
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研究分野：ソーシャル・イノベーション論 
科研費の分科・細目：時限付き分科・知的財産マネジメント 
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専有可能性，疎結合の関係性 
 
１． 研究開始当初の背景 

 
 携帯電話が急速に普及し，コンテンツも増
大し，ｉモードが普及し約 10年が経過した．
とりわけ，1999 年のｉモード開始以降のケー
タイコンテンツは世界的にも注目されるま
でになっている．このようなビジネス環境の
下，多くの研究者がデジタルコンテンツに着
目した研究に取り組んでいるが，知的財産マ
ネジメントの視点での研究はいまだ十分で
はない．その理由に，研究対象となる企業群
にベンチャービジネスが多く，経営財務面の
把握が容易ではないばかりでなく，コンテン

ツそのもののデータにも制約があるからで
ある．このため，ｉモード開始以降のケータ
イコンテンツのデータを収集し，分析するこ
とによって，知的財産マネジメントがいかに
活用されているかを実証的に研究すること
が求められていた． 
 
２． 研究の目的 

 
 ケータイコンテンツ研究の特色の第 1 は，
コンテンツの生成から廃棄にいたるライフ
サイクル管理に知的財産マネジメントが大
きな役割を果たしていることを実証的に明
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らかにすることである．ケータイコンテンツ
のイノベーションにおける知的財産マネジ
メントの有効性の分析と解明が必要だとい
うことである．第 2は，ライセンス提携をは
じめ，コンテンツ関連企業相互の水平的な連
携のなかで競争と協調が展開され，産業組織
論でいう企業間結合が有効に働いており，製
品・技術分野と異なるコンテンツ分野での知
的財産マネジメントの研究の重要性が増し
ている．第３は，その企業間結合の原理を解
明し，コンテンツ・ビジネス育成の方向を明
らかにすることである．その原理とビジネス
モデルとの関連を明らかにするところに意
義がある． 
 
３．研究の方法 
 
 ｉモードの事業開始以降のコンテンツを
時系列的に整理し,コンテンツの変遷とカテ
ゴリーの拡大をデータベースを構築する．原
データは，1999 年 3・4月号を初版とする「ｉ
モードメニュー・ブック」（出所・ＮＴＴド
コモ）からのコンテンツを追跡調査した経年
的なデータである．2006 年以降はコンテンツ
が膨大になり，出版物でなく，ホームページ
での掲載に変更されている．ここでいうコン
テンツは，公式サイトとしてＮＴＴドコモが
認定したサイトである．そのデータ整理をも
とに，コンテンツの模倣困難性，専有可能性
の分析等行うとともに，コンテンツ・プロバ
イダーを中心に，経営分析やインタビューを
行うことによって，知的財産マネジメントの
実態を把握した． 
 
４．研究成果 
 
（１）ケータイコンテンツ市場の成長とコン
テンツ・プロバイダーの輩出 
1999 年ｉモードが開始され，さまざまなコ
ンテンツが投入されてきた．コンテンツのジ
ャンルも，当初金融サービスやニュースなど
情報配信を主眼とするカテゴリーから，エン
ターテイメント，音楽，ゲームなどの多くの
コンテンツを楽しむカテゴリーまで，ケータ
イコンテンツ市場は多面性をもつまでにな
っている． 
携帯電話は 2001 年に第 3世代のＦＯＭＡ
へと技術的に進化し，ゲームコンテンツが本
格的に普及しはじめた．その2001年から2008
年までのコンテンツサイト数の推移をみる
と，全体では約 6000 サイトとなっており，
5.4 倍にも伸びた．最もサイト数が多いカテ
ゴリーは，占い・エンターテイメント（6.5
倍），金融サービス（3.1 倍），待受・その他
（16.4 倍）である．その他の伸びが大きいの
は，防災・防犯など安全に関わるサイトが最
近急拡大したことによる．また，伸び率では，

音楽とショッピング関連のサイトの伸びが
著しい． 
これらのケータイコンテンツ市場の拡大
を担ってきたのが，コンテンツ・プロバイダ
ーである．音楽・エンターテイメントやショ
ッピングなどのコンテンツ・ホルダーからコ
ンテンツを集め，通信キャリアのｉモード・
プラットフォームを通じて配信するビジネ
スモデルで，ｉモードとともに成長してきた
ベンチャービジネス群である． 
本稿はこのコンテンツ・プロバイダーの経
営行動，とりわけ知的財産マネジメントを分
析することによって，ケータイコンテンツの
イノベーションを明らかにすることが目的
である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）ケータイコンテンツの先行者利益の分
析 
ｉモードからアクセスしたコンテンツに
ついて，個々のコンテンツへのアクセス数は
公表されていないが，コンテンツの人気ラン
キングが公開されている．その人気ランキン
グ上位にあるサイトが開設された開始時期
から，ケータイコンテンツ市場における先行
者利益を分析すると，次のようである．  
「交通／地図」ではＡＤ乗換案内はじめ人
気上位にあるサイトは，2000年に開始され
ている．同じようにｉモードの事業開始の最
も初期に当たる開始時期が 2000年ないし
2001年にあるカテゴリーをみると，「着信メ
ロディ」「ゲーム」「くらしの情報」とｉモー
ドの最も初期に投入されたサイトが，人気ラ



 

 

ンキング上位に並んでいる．これらのカテゴ
リーでは，先行者利益が明確であることが解
析できる． 
ケータイコンテンツにおける先行者利益
は，コンテンツ・カテゴリーでみると，先の
交通／地図，くらしの情報，着メロ，着うた，
ゲーム，スポーツのカテゴリーで顕著にみら
れる．これらのカテゴリーのコンテンツはい
ずれもコンテンツ・ホルダーが直接サービス
提供しているものである．コンテンツ・プロ
バイダーによる配信サービスはほとんどな
い．コンテンツ・ホルダーが音楽やゲームな
ど原著作権を保持しており競争上優位であ
る．コンテンツ・プロバイダーによるサービ
ス提供が多いデータベース系やエンターテ
イメント系のカテゴリーでは，先行者利益が
効いていないことが明らかである． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（３）コンテンツのライフサイクル管理の実
態とケータイコンテンツの専有可能性 
コンテンツ・プロバイダーは，コンテン
ツ・ホルダーのような先行者利益が効かない
コンテンツの配信で事業展開せざるをえな
いことから，受託しているコンテンツの改善
はもとより，収益性のあるコンテンツを集中
的に運営するためにも，コンテンツのライフ
サイクル管理が重視されてくる．ライフサイ
クル管理は，コンテンツの生成から廃棄まで
のプロセスを管理する知的財産マネジメン
トの一環である． 
そのライフサイクル管理の実態について
Ｓ社を事例にみると，ｉモードの立ち上がり
の時期の 2001年から 2003年にかけて，コン
テンツの廃棄率が 15から 20％もあったが，
その後落ち着いてきて 5％前後になっている．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

コンテンツの新規投入だけでなく，廃棄も多
くあったのが実状である．ただし，通信キャ 
リアへの公式サイトの申請認可には時間と
コストが多大であるため，コンテンツのサイ
ト名称は変えずに，内容の見直し・改善が多
くなっているのも実情である． 
 
（４）ケータイコンテンツ市場における競争
優位性と知的財産マネジメント 
コンテンツ・プロバイダーは，このような
ライフサイクル管理を通じて，ケータイコン
テンツ市場における競争優位性の確立を目
指している．その行動をコンテンツ・ホルダ
ーが直接関連会社などを通じて行うサービ
スとの比較を通じてみると，次のようである． 
① コンテンツ・ホルダーとの関係 
プロバイダーは，ホルダーから委託を受け
てコンテンツ配信を委任されるが，その関係
は水平的である．むしろホルダーが関連会社
を通じて自ら行う垂直的な関係よりも緩や
かで臨機応変に対応できる関係である． 
② コンテンツへの顧客アクセス 
プロバイダーは顧客アクセスを高めるた
めに多様なコンテンツとのアフィリエート
や接続を試行錯誤するなど，オープンな関係
での積極的な行動を行い幅広い顧客アクセ
スによって顧客獲得の機会が大きいのに対
して，コンテンツ・ホルダーはグループ内の
コンテンツ資源を活用するためグループ内
でクローズし，結果，従来からのロイヤリテ
ィの高い顧客アクセスに限定されてくる．顧
客アクセスを増大させるのに有効なのは，プ
ロバイダーの競争上自由な行動の方が有利
である．  

③コンテンツの専有可能性 
先にみたように，先行者利益はホルダーが優
位であるばかりでなく，プロバイダーの能力
によってコンテンツ流通の不確実性がある
など，コンテンツの模倣障壁もプロバイダー
には高いものがある．一方，ホルダーにとっ
てはグループ内の他のチャネル活用など流
通シナジーが効きやすく，ホルダー優位な状
況を確立しやすい．したがって，ホルダーと
のライセンス契約などからプロバイダーに
とって将来的に潜在的な利益が確保されに
くい状況であることから，コンテンツの専有
可能性はホルダーの方が大きいといえよう．
ホルダーにとって，グループ内でコンテンツ
利用を横展開できるなどの専有可能性があ
るからである． 

④コンテンツの知的財産マネジメント 
プロバイダーは，コンテンツ配信事業の収益
性を確保するためにも，ライフサイクルマネ
ジメントを積極的に行い，市場の変化に機敏
に適応する傾向が強い．また，多様なコンテ
ンツの結合や統合などのバンドル化・ブリッ



 

 

ジ化を行うマーケティング活動を積極的に
行っている．このため知的財産専任組織を子
会社として設立するなどしているのが実情
である．一方，コンテンツ・ホルダーは，グ
ループ内でコンテンツを多角的に活用する
など流通チャネルを重視する傾向にあり，グ
ループ外との提携には関心が薄い．また知財
専任組織も中核企業でグループの知的財産
マネジメントを行っている． 

⑤ビジネスの競争優位性 
コンテンツ・プロバイダーは，コンテンツの
専有可能性が低いことから，コンテンツへの
顧客アクセスをできるだけ大きくするため
の積極的な活動を行うとともに，ライフサイ
クル管理を徹底し，多様なコンテンツを結合
するなど，コンテンツ市場の変化に機敏に対
応している．この変化への適応力で競争優位
性を発揮している．一方，コンテンツ・ホル
ダーは，コンテンツの専有可能性をもとに，
安定的継続的に事業展開をしていると解析
できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（５）競争優位性をもたらす疎結合の関係性
をもつビジネスモデル 
 
コンテンツ・プロバイダーのイノベーショ
ン活動は，どのような組織行動の特質にもと
づいているものだろうか．通信キャリアとも，
コンテンツ・ホルダーとも，垂直的な関係で
なく水平的に，必要性が生じたのみ緩やかな
関係性，結合を繰り返す性格である． 
このような結合関係は，疎結合として企業
組織論で論じられてきた．K.ウェイクによる
と，Aから B へ，「ある閾値を越えると，突然，
不定期に，無視できる程度に，間接的に，結
果的に」影響してくる性質は，疎結合（ルー
ス・カップリング）の性質をもつという．バ
ラバラな価値観をもった個人や独自の文化
をもったサブシステムが利己的共生のよう
な関係で結びついている組織体を示すもの
である．これは，「疎結合の関係性」といえ
るものであり，疎結合とは，「連結されてい

る諸事象は反応的であるが，しかしまた，そ
の各々がそれ自体の独自性と物理的分離性
とを保持している」と定義されている．組織
構造では，分社的な組織が水平的な組織ネッ
トワークのもとで，緩やかな関係をもって結
びついているものである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
顧客価値の創造，ビジネスの構成，価格設
定力，収益源の構造，組織行動，企業間提携
活動，専有可能性というビジネスモデルの構
成要素をもとに疎結合の関係性のあるビジ
ネスモデルについてみてみると，定形化して
いない価値創造プロセスが基本で，顧客ニー
ズの変化への機敏な適応力をもって，緩やか
な組織連携のネットワークを築き，独自の顧
客開拓力をもつパートナーとの関係を重視
する企業活動が，疎結合の関係性のもとで成
り立つビジネスモデルといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
それでは，ｉモード・コンテンツの場合を
みてみると，コンテンツ・プロバイダーの行
動は，疎結合の関係性をうまく活用している
ことがわかる．ケータイコンテンツ市場は，
コンテンツ・カテゴリーの多様化を促すケー
タイ・キャリアの事業戦略に依存している．
キャリアとコンテンツ・プロバイダーとの関
係は，垂直的な分業関係ではなく，ｉモード
のプラットフォームのうえで，プロバイダー
等が独自の組織ネットワークを築いている



 

 

関係性から成り立っている．通信キャリアと
の関係は，公式サイトの認定と料金収納代行
であり，ｉモードのネットワーク外部性に依
存しているからである．顧客価値の創造は，
公式サイト上位へのランキング獲得によっ
て，顧客がアクセスしやすい環境を創ること
にある．そして，サイトの無料化と一部有料
化により．顧客の会員化を図っている．ｉモ
ード・プラットフォームのうえで，疎結合の
関係性を築きながら成長を加速するビジネ
スモデルが確立されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（６）疎結合の関係性の知的財産マネジメン
ト 
 ケータイコンテンツ市場における競争優
位性を獲得するため，コンテンツ・プロバイ
ダーは，ｉモード・プラットフォームのうえ
で，そのネットワーク外部性を活用しながら，
知的財産マネジメントを重視した行動をも
とに疎結合の関係性のビジネスモデルを築
いていることが導かれた．その知的財産マネ
ジメントも，戦略的提携活動，ライセンシン
グ活動も，疎結合の関係性にある． 
 この研究から，疎結合の関係性をもつコン
テンツ・マネジメントが有効であることが解
明できた． 
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